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第１章 研究の概要 

１－１. 研究開発の背景・研究目的及び目標 

 

①研究の背景 

ⅰ）該当技術分野の現状 

いまやスマートフォンなどの情報通信機器は、我々の社会生活になくてはならないものとな

りつつある。そして、それらの電子機器は非常に速いスピードで小型・高密度集積化、薄型

化、軽量化、高機能化が進んでいる。それを支えているのは、電子機器の内部のマイクロコ

ンピュータの高速化や無線技術の搭載などである。しかし、その反面、従来よりも機器から

発生する電磁波ノイズが増加し、他の電子機器の誤動作などを起こす問題が生じている。こ

のため、現在の電子機器開発では電磁ノイズを放射させないための様々な対策(ＥＭＣ対策)

を製品に織り込む必要がある。 

また、この電磁波ノイズ放出（EMI）に対する規制も国内外共に強化されており、規制に適合

した製品でないと販売できない。しかし、この規制に適合していることを証明するためには、

非常に大掛かりな装置の利用を含む手間の掛かる測定が必要であり、製品開発上のボトル

ネックとなっている。 

 

ⅱ）川下企業の具体的課題及びニーズ 

川下企業の具体的課題及びニーズは以下のようなものがある。  

各種電子機器のＥＭＩの対策効果を確認するためには、大型の電波暗室で評価をする必要が

ある。しかし、これらの電波暗室は建設費用および維持費が高額であるため、全ての企業で

所有できるわけではない。また、所有している企業においても非常に多くの検査対象が存在

し設置場所及び検査時間の制約から使用が制限されている。地域の試験場の設備を借用する

場合でも、使用料が非常に高額（1日の使用料は２０万円から４０万円程度）であり、かつ時

間的な制限もあるため必要最低限の検査項目に収めざるをえない。 

最終評価の時点でのＥＭＩ評価にてその対策が必要なケースが生じるために、実際は上流の

設計の段階からＥＭＣ対策のためにノイズ対策用電子部品を冗長に含んだ設計マージン(余剰

回路)を搭載せざるを得ない。このため、小型・高密度集積化の大きな妨げとなっていた。 

 
図1 現状のＥＭＣの評価 

 

そのため、電子機器、自動車、半導体、医療機器などの川下企業は、設計の上流段階から

フェーズごとにＥＭＣ対策の効果を確認出来る安価で、かつ小型・簡便な装置を切望してい

る。すなわち、川下企業の設計者が自在にＥＭＩの評価が行える環境を確保し、ＥＭＩを考

慮した最適設計が早い段階で可能となることで設計マージンを最小または不要にし、その結

果、電子機器のさらなる小型・高密度化を達成出来る様な検査システムの開発が急務である。 
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各ステップでの評価も、完成品での評価となる 

● 最終形態でのＥＭＣ評価(電波暗室、シールド室)が主 

電波暗室、 

シールド室 

問題点 

①ＥＭＣ評価に関するコスト負担大 

②ＮＧ時、設計へのフィードバックが困難 

  これまでの電波暗室でのＥＭＣ対策は限界 

③ノイズ対策用電子部品を含んだ設計マージン 

   余剰回路により小型高密度集積化の妨げ 
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図2 今回開発する事前検証システム 

 

ⅲ）既存技術についての考察とその問題点 

電子機器の電磁界のノイズ対策に対する測定としては、遠方界電磁ノイズ測定、電磁シミュ

レーションおよび近傍界電磁ノイズ測定がある。それぞれの問題点を挙げると以下の通りで

ある。 

電磁ノイズの放射規格が定められている遠方電磁ノイズの測定は、大型で高価な電波暗室で

実施される。この設備の価格は１棟が約２億～１０億円であり維持管理等も難しい、このた

めこれを自前で導入しているメーカーはまれである。そのため、認定サイトや公設試験機関

などの電波暗室を利用することとなるが、予約が多く測定が１ヶ月先になったり、利用料金

が高額であったりなど製品開発の障害となっている。 

近年、電磁ノイズの解析や対策分野において電磁シミュレーションの活用が試用されている。

これは、製品から放射されるノイズをコンピュータシミュレーションで近傍から遠方まで全

て予測しようとするものである。しかし、実製品レベルの電子機器の正確なモデル作成が非

常に困難である。電磁シミュレーションに使用するモデル作成には部材の組成や配線の詳細

など様々な要因を含む複雑な要素が必要であり、現在は精度の面で能力が十分でない。 

 
図3 近傍電磁界での遠方電磁界の推定技術 

 

そこで様々な研究者が、電波暗室等を使用しないで遠方電磁界を予測する研究を行っている。 

これは、近傍の電界と磁界の分布を位相情報も含めて測定し、電磁界の等価定理を用いて、

遠方の電磁界分布を推測する方法である。これが実現出来れば、遠方電磁界測定を電波暗室

のような大型設備を使用せずとも、小型の測定装置を使用した近傍電磁界分布測定のみでの

評価が可能となり、ノイズ対策の測定が格段に簡易化されるはずであり、いつくかの特許技

術となっているが実用化されるまでには至っていない。 
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この遠方電磁界を予測する方式では、近傍の電界と磁界の分布を位相情報も含めて測定出来

る装置が必要である。 

現状では、近傍電磁界の分布を測定する装置として、図４の中で示したような、小型で電波

暗室の設備に比べると安価な近傍電磁界測定装置が製品化されている。この測定機は、電磁

界プローブを電子機器の近傍で走査し、そのプローブ出力をスペクトラムアナライザで測定

することで、近傍電磁界の分布を可視化するものである。 

しかしながらこの測定では、測定機がスペクトラムアナライザであるため、雑音の周波数と

大きさのみの測定となり、得られる近傍電磁界分布からは、位相情報が欠けてしまう。この

ために、この装置で測定された近傍の電磁界分布からは遠方の電磁界を求めることができな

い。このように、近傍の電界と磁界の分布を位相情報も含めて測定出来る装置がないという

問題がある。 

さらに、この近傍電磁界の分布情報を元に遠方電磁界を予測する機能、予測した遠方電磁界

を電子機器の設計者が容易に理解可能な形で結果表示する機能をもつ実用的なシステムが実

現されていないという問題がある。 

 

② 研究目的及び目標 

 

 

 
図4ノイズの影響の実例 

 

電子機器製品は小型化・高密度集積化、高機能化になるにつれ、ノイズの影響が製品の誤動

作を引き起こすなど非常に敏感になりつつある。(図4 参照) 

また、自動車部品、医療機器は環境対策、安全対策、先進技術の導入といったことがこれま

で以上に求められる。そして、それらを実現するためには電子/電動システムが必要不可欠と

なっており、ＥＭＣ対策、ノイズ対策の重要性はますます高くなってきている。一方で、海

外との価格競争にさらされている今日、ものづくりの国際競争力の強化をするためには製品

開発のスピードアップなど、従来の開発手法から新しい開発手法に変えていかなくてはいけ

ない。 

 本技術開発は、電子機器の電磁界のノイズ対策に対する測定方法(ＥＭＣ対策)を従来技術

の大掛かりな電波暗室から小型かつ安価で高精度なものとする遠方電磁界の推測機能を搭載

した事前検証システムを開発し、製品開発の設計段階からＥＭＣ対策の効率化を図り、電子

機器製品の品質の向上、開発時間の短縮、低コスト化に寄与する。 

当該研究の成果である測定システムおよびその手法、技術は、高効率なＥＭＩ評価を可能に

することで電子機器メーカーの開発スピードの大幅向上と小型・高集積化・低コスト化を実

現するものであり、ハイブリット自動車、電気自動車等の電子制御ユニット(ＥＣＵ）、先端

医療技術、情報通信技術を駆使した遠隔医療システム、ものづくり技術を活用した高齢者用

パーソナルモビリティ、医療・介護ロボット等の研究開発・実用化を促進するうえで必要不
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可欠となる精密電子機器の開発に大きく寄与する。 

 
 

上記を踏まえた高度化目標 

・多種多様な電子機器共存環境でのＥＭＣ技術の高度化 

本開発が目指すものは、電子機器の近傍の電磁界の計測を行うだけで遠方電磁ノイズを推測

することでＥＭＣ試験の事前検証を可能にするシステムを確立することである。そのため、

小型かつ安価で高精度な位相測定可能な近傍電磁界測定システムを開発し、川下企業に本製

品を提供することで、川下企業の電子機器開発における電磁界ノイズ対策設計を効率化し、

製品の電気特性やデジタルノイズ対策を高度化することを目標とする。 

・特定研究開発等の技術的目標値 

１．電子機器の電磁ノイズの位相を測定可能な測定機の開発。 

●位相測定精度が±0.1度以下(1周期360度)で測定ができること。 

２．３次元走査可能な近傍スキャナ装置と位相測定によるノイズ源探査システムの開発。 

● 5cm/secの速度で３次元走査可能なスキャナ機能を有すること。 

３．ＥＭＣの見える化手法開発 

●認証機関の電波暗室での測定結果と開発した近傍電磁界測定システムでの推測結果を比較

し、単純なストリップ線路の場合は一般的な測定の不確かさを考慮して4dB以内で推定でき

ること、また、実装基板は製品単体の場合は、更に放射レベルの変動要因の増加を考慮して

10dB以内で推定できることを目指す。 

 

 

＜従来技術(電波暗室)＞  
＜新技術 (遠方電磁界の推測機能を 

搭載した事前検証システム>  

 

   

課題 

 電波暗室という巨大な設備 

（3m法：8m×7m×6m程度または 

10m法：17m×15m×7m程度のサイズ） 

 設備のための土地が必要 （都心部では建設困難） 

 

特長 

 1m×1m×1m以内のサイズ 

 

 

 卓上で測定可能 

 建設費用が高額 

（２億～１０億円/棟） 

 試験依頼した場合、使用料が高額。 

（1製品に関して、1日の使用料金が２０万円～４０万円程度 

で通常1週間程度使用する。） 

 試験依頼した場合、1か月程度の予約待ち状態  

(10m法の電波暗室は企業・公設試合わせて全国で105棟) 

 最終段階のみの検証となる。 

 

 安価 

（予定価格：３０００万円） 

 試験依頼した場合、使用料が非常に安価に設定される 

可能性が高い 

 複数機の購入が可能（公設試等） 

 

 

 事前検証が可能となる。 

 多大な検査測定時間  （平均1週間は必要）   簡易での測定が可能 （数十分程度の検査時間） 

 開発最終段階での評価なので基準に達しない場合は設計段階まで
戻る必要がある。 

 設計の変更がしにくい。 

 
 設計試作段階での評価が可能なので事前検証が可能。 

 設計の変更がしやすい。開発スピードが向上 

 

EMC見える化 ＜イメージ図＞ ＜イメージ図＞ 
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１－２. 研究体制 

①事業管理機関 

テクノアルファ株式会社 （最寄り駅：ＪＲ山の手線 五反田駅） 

〒141-0031 東京都品川区西五反田2－27－4 明治安田生命五反田ビル 

 

②研究実施場所 

株式会社ペリテック （最寄りバス停：群馬バス 聖石橋バス停） 

〒370-0862 群馬県高崎市片岡町1-17-2 

群馬県立群馬産業技術センター (最寄りバス停：群馬バス 西通りバス停） 

〒379-2147 群馬県前橋市亀里町884-1 

一般社団法人ＫＥＣ関西電子工業振興センター（最寄り駅：ＪＲ学研都市線 祝

園駅又は奈良交通 けいはんなプラザバス停） 

〒619-0237 京都府相楽郡精華町光台3-2-2 けいはんな学研都市 

 

１－２－２． 研究体制・管理体制 

１）研究組織及び管理体制 

１）研究組織（全体） 

 
 

テクノアルファ株式会社 

株式会社ペリテック 

群馬県立群馬産業技術センター 

一般社団法人ＫＥＣ関西電子工業振興センター 

再委託 

再委託 

再委託 

総括研究代表者（ＰＬ） 

株式会社ペリテック 

営業グループ 

ビジネス開発マネージャー 

星野 尚紀 

 

 

副総括研究代表者（ＳＬ） 

群馬県立群馬産業技術センター 

計測係長 主任研究員 

細谷 肇 
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管理体制 

２）管理体制 

①事業管理機関 

［テクノアルファ株式会社］ 

 
 

② 再委託先 

［株式会社ペリテック］ 

 
 

［群馬県立群馬産業技術センター］ 

 
 

［一般社団法人ＫＥＣ関西電子工業振興センター］ 

 
 

代表取締役 

（業務管理者） ビジネス開発 

 

第２ 

 

管理グループ 

 

営業グループ 

 

技術グループ 

 

（経理担当者） 

代表取締役 管理グループ 

電子材料・機器グループ 

兼マーケティング 

株式会社ペリテック     

再委託 

一般社団法人ＫＥＣ関西電子工業振興センター 

群馬県立群馬産業技術センター 

再委託 

再委託 

（経理担当者） 

（業務管理者） 

所長 副所長 総務係 

計測係 

東毛産業技術センター 

センター長 
電磁・光計測係 

（業務管理者） 

（経理担当者） 

専務理事 総務部 

試験事業部  ＥＭＣ技術グループ 

（経理担当者） 総務チーム 

（業務管理者） 
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２）管理員及び研究員 

【事業管理機関】テクノアルファ株式会社 

① 管理員 
氏名 所属・役職 実施内容（番号） 

若杉 治仁 電子材料・機器グループ兼マーケティング 

アシスタント・マネージャー 

④ 

 

【再委託先】 

（研究員） 

株式会社ペリテック 
氏名 所属・役職 実施内容（番号） 

星野 尚紀 営業グループ ビジネス開発マネージャー ①  ② ③ 

大谷 勇一 営業グループ ビジネス開発 アシスタン

トマネージャー 

①  ② ③ 

宮崎 智 営業グループ ビジネス開発 ①  ② ③ 

大野 智紀 技術グループ 第２ アシスタントマネー

ジャー 

①  ② ③ 

高波 泰裕 技術グループ 第２ ①  ② ③ 

蔦ヶ谷 洋 営業グループ ビジネス開発 ①  ② ③ 

石井 和也 営業グループ ビジネス開発 ①  ② ③ 

 

群馬県立群馬産業技術センター 
氏名 所属・役職 実施内容（番号） 

細谷 肇 計測係長 主任研究員 ①  ② ③ 

川端 広一 東毛産業技術センター 電磁・光計測係長 ①  ② ③ 

田辺 佳彦 計測係 独立研究員 ①  ② ③ 

水沼 一英 東毛産業技術センター 電磁・光計測係 

独立研究員 

①  ② ③ 

 

一般社団法人ＫＥＣ関西電子工業振興センター 
氏名 所属・役職 実施内容（番号） 

泉 誠一 試験事業部 事業部長 ③－３ 

乗本 直樹 試験事業部 EMC技術グループ 技師 ③－３ 

長瀬 祐介 試験事業部 EMC技術グループ 主任補 ③－３ 
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（３）経理担当者及び業務管理者の所属、氏名 

（事業管理機関） 

テクノアルファ株式会社 
（経理担当者）  管理グループ グループマネージャー 塩崎 五月 

（業務管理者）  電子材料・機器グループ兼マーケティング アシスタントマネージャー 若杉 治仁 

 

（再委託先） 

株式会社ペリテック 
（経理担当者）  管理グループ マネージャー 平 裕子 

（業務管理者）  営業グループ ビジネス開発マネージャー 星野 尚紀 

 

群馬県立群馬産業技術センター 
（経理担当者）  総務係 主幹 浅田 岳治 

（業務管理者）  計測係長 主任研究員 細谷 肇 

 

一般社団法人ＫＥＣ関西電子工業振興センター 
（経理担当者）  総務部 総務チーム 主任 六反田 陽子 

（業務管理者）  試験事業部 事業部長 泉 誠一 

 

（４）他からの指導・協力者 

研究開発推進委員会 委員 

氏名 所属・役職 備考 

星野 尚紀 株式会社ペリテック 営業グループ 

ビジネス開発マネージャー 

ＰＬ 

細谷 肇 群馬県立群馬産業技術センター 計測係長 主任研

究員 

ＳＬ 

泉 誠一 一般社団法人ＫＥＣ関西電子工業振興センター 

試験事業部 事業部長 

 

和田 修己 国立大学法人京都大学大学院工学研究科 教授 アドバイザー 

新井 宏之 国立大学法人横浜国立大学大学院工学研究院 教授 アドバイザー 

 

 

 



9 

１－３. 成果概要 

①  実施期間 

平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで 

 

② 研究成果の概要 

（１）同期技術の確立と電磁界同時計測システムの開発 

（実施：株式会社ペリテック、群馬県立群馬産業技術センター） 

 ６ＧＨｚまで位相差測定が可能で同期測定を行うことができる技術と電磁界同時計測シス

テムの開発を行うために、以下の研究を行った。 

 ・電磁界同時計測センサと昨年度までに開発した位相差測定器を使用した電界磁界を同時

に測定できるシステムにおいて位相差精度の検証を行った。 

 ・昨年度開発した測定器以外の汎用測定器（安価）を用いて電界磁界測定をした場合にお

いて、位相差精度の検証と測定結果の妥当性の検証を行った。 

 

 《技術的目標値》 

○位相差測定精度が±０．１度以下（測定器単体）又は必要精度を確定する。 

○電磁界同時計測が可能。 

 

 《達成値》 

位相差計測精度は周波数100 MHz から2 GHz までの間で振幅–20dB の正弦波にて、PXI 測定

器は±0.１度以内、汎用測定器では±0.5 度以内まで達成。本事業の計測には十分となった。 

 

（２）３次元走査可能な近傍スキャナ装置と位相差測定によるノイズ源探査システムの開発 

 昨年度までに開発した３次元近傍スキャナ装置のカメラを増設し座標精度と走査範囲の改

善を行った。また、位相差を用いたノイズの発生源を特定するシステムのアルゴリズムを検

証しノイズ源探査ソフトウェアの精度を改善した。 

②－１ ３次元スキャナ装置と最適スキャン方法の開発 

（実施：株式会社ペリテック、群馬県立群馬産業技術センター） 

・３次元スキャナ装置のカメラを増設し、死角を減らすことで位置精度を向上。走査範囲

を拡大した。 

・測定モードとして任意位置でのノイズを収録する方法、測定原点から一定距離での収録

方法を搭載したプログラム開発を行った。 

・測定物に対して十分小型である３次元スキャナに使用できるプローブを開発した。 

 

② ２ 位相差測定によるノイズ源探査システムの開発 

（実施：株式会社ペリテック、群馬県立群馬産業技術センター） 

・コヒーレンス測定を行い、変動するノイズ源を特定するアルゴリズムの開発を行い、ノイ

ズ源の一致度を確認した。 

・一致度からノイズ源を判定するアルゴリズムを検証してノイズ源探査の精度を改善した。 

 《技術的目標値》 

○全体３次元走査化 走査速度５ｃｍ／ｓｅｃ、３０ｍｍサイズプローブ完成 

○ノイズ源探査システムの完成 

 《達成値》 

○3 次元空間の任意の点において座標データと電磁界測定値を得ることが可能なスキャナシ

ステムとして、カメラ画像立体位置検出方式を採用し走査速度５ｃｍ／ｓｅｃを達成した。 

近傍の電磁界を検出する微小アンテナは３０ｍｍ平衡型の電界プローブを開発した。 
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○２つの信号の時間変動のタイミングによる比較、または位相差のヒストグラムを元にノイ

ズ源を探査するシステムを構築した。 

 

（３）ＥＭＣの見える化測定手法開発 

 昨年度開発した、近傍から３ｍ測定値を推定する手法をさらに展開し、３ｍ暗室推定デー

タから１０ｍ暗室測定データを推定する手法を開発した。 

③－１ 近傍から３ｍ法を推定する手法の開発 

（実施：株式会社ペリテック、群馬県立群馬産業技術センター） 

・床面反射を考慮したシミュレーションソフトウェアを開発した。 

・3m法電波暗室にて箱型供試器とダイポールアンテナ型供試器の測定を行なった。 

・近傍磁界測定結果から遠方電界推定をして比較検討した。 

 

③－２ ３ｍ暗室推定データから１０ｍ暗室測定データ推定する手法の開発  

（実施：株式会社ペリテック、群馬県立群馬産業技術センター） 

・１ＧＨｚ以下で３ｍ離れた場所での遠方推定の実験評価をした。 

・３ｍ離れた場所での推定と１０ｍ離れた場所での推定の比較及び補正方法の検討をした。 

・１０ｍ離れた場所での反射を考慮した推定値を求めた。 

 

③－３ 電波暗室での試験前の事前検証システムとしての実現化 

（実施：株式会社ペリテック、群馬県立群馬産業技術センター、一般社団法人ＫＥＣ関西電

子工業振興センター） 

・各国の法規制の調査及び検証を行った。 

・10m 法電波暗室での箱型供試体およびダイポールアンテナ型供試体のEMI 測定を実施し

た。 

・ＥＭＣでの研究会及び規格委員会での発表や情報交換を行い、規格化や標準化に向けて

活動を行った。 

《技術的目標値》 

○１０ｄＢ以内で製品単体の近傍から遠方を推定する手法を開発 

《達成値》 

○理想状態での近傍の電磁界データから３ｍ法の床面反射を考慮した遠方電磁界を予想する

手法およびソフトウェア開発は完了。箱型の供試機器およびダイポールアンテナを使っての

実測データによる検証比較を行い、推測精度を確認した。今回の測定事例では推定値は

10dB以内となった。事前検証システムの仕様範囲を明確にした。 

 

（４）プロジェクトの管理・運営 

（実施：テクノアルファ株式会社） 

・本プロジェクトの管理を行った。プロジェクトの研究経緯と成果について取りまとめ、

成果報告書１部及び電子媒体（CD-ROM）一式を作成した。 

・本研究の実用化に向けた到達の度合いを検証するとともに、事業化に向けての課題等に

ついて研究実施者と調整を行った。 

・再委託先事業者が作成する証憑書類について、指導・確認を行った。 

・研究開発推進委員会を委託契約期間内に３回開催した。 

 

１－４. 当該研究開発の連絡窓口 

   株式会社ペリテック・営業グループ ビジネス開発マネージャー ・星野尚紀 

・TEL:027-328-6970・Email:n-hoshino@mail.peritec.co.jp 
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第２章 本論 

開発の全体像 

EMC には、電子機器が自ら不要な電磁波を放射するEMI の評価と、電子機器が外部の機器

が発生するノイズを受けて誤動作を起こすEMS の評価がある。本事前検証システムでは図5

のようにEMIの評価を近傍界測定を軸にしてスピーディに行えることを目標に開発を行なっ

た。 

位相差測定器の開発・検証、三次元スキャナの開発・検証、ノイズ源探査ソフトウェアの

開発、遠方界予測ソフトウェアの開発・検証を平行して進めた。 

 

図5 事前検証システム概観 

 

２－１． 同期技術の確立と電磁界同時計測システムの開発 

２－１－１．昨年度開発した位相差測定器の位相差精度の検討 

従来、EMI の評価は図6のように電波暗室環境においてスペクトラムアナライザを用いて

電界強度を測定して行なっている。この測定手法ではノイズの振幅のみを測定している。 
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図6 従来のEMI評価例 

 

 

一方、今回開発した事前検証システムでは波である電磁波の合成を考慮するため、振幅だ

けではなく位相差の測定も必要と考えている。テーマ１として高性能測定器であるPXIによ

る位相差測定装置と汎用測定器であるクロスドメインアナライザを使い位相差精度の検証を

行った。 

 

図7にPXIによる位相差測定装置、図8に位相差精度を検証する検証システム概要を示す。

PXIのセットアップを以下の条件おいて位相差精度を確認した。 

 

図7 PXIによる位相差測定装置 
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図8 PXIによる位相差測定装置の検証システム概要 

 

 

測定条件 

SG出力をスプリッタで2分配する。 

測定器のウォームアップ後に、振幅位相差補正を行う。 

100～2000MHzで出力-30dBmの正弦波を発生して位相差を測定する。 

 

 

図9に上記セットアップ条件における位相差誤差を示す。 

 

 

図9 PXI位相差測定装置の位相誤差例 
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表1 

セットアップ条件 位相差精度 

1 ±0.046度 

 

表1に上記条件におけるPXI位相差測定装置の位相差精度結果を示す。この結果より、周

波数 100MHz～2000MHz、信号強度-30dBm 以上において測定装置自体の位相差精度は±0.046

度であり、開発目標である±0.1度以内であることが確認できた。 

 

２－１－２．汎用測定器の位相差精度の検証 

昨年度までに開発したPXI位相差測定装置以外の汎用測定器（安価）を用いて電界、磁界

を同時に測定した場合において、位相差精度の検証と測定結果の妥当性の検証を行った。図

10 に示すクロスドメインアナライザは汎用測定器としてスペクトラムアナライザの機能も

持ち合わせ、EMI 測定にも使用されてきている。さらに、位相差を測定できる機能を持って

いる。 

 

図10 クロスドメインアナライザ（汎用測定器） 
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図11 クロスドメインアナライザの検証システム概観 

 

図 11 に汎用測定器(クロスドメインアナライザ U3872)の位相差精度を検証する検証シス

テム概要を示す。汎用測定器セットアップを以下の条件にし、位相差精度を確認した。 

 

測定条件 

SG出力をスプリッタで2分配する。 

測定器のウォームアップ後に、振幅位相差補正を行う。 

2～2000MHzで出力-20dBmの正弦波を発生して位相差を測定する。 

 

 

図12および図13にセットアップ条件における振幅差と位相差を示す。 

 

図12 クロスドメインアナライザの振幅誤差例 
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図13 クロスドメインアナライザの位相誤差例 

 

 

表2 

セットアップ条件 位相差精度 

1 ±0.5度 

 

表2に上記条件におけるクロスドメインアナライザの位相差精度結果を示す。この結果よ

り、周波数 2MHz～2000MHz、信号強度-20dBm 以上において測定装置自体の位相差精度は±

0.5 度であり、開発目標である±0.1 度以内よりは大きいことが確認できた。クロスドメイ

ンアナライザの場合、汎用測定器であるので位相差の精度をこれ以上高めるのは難しいと考

える。 

 

また、実測値との位相差精度の比較を行うため、数値シミュレーションによる検証(図 14

参照)を行った。これは、振幅0dBmの2つの信号を加算または減算した場合に、位相差があ

る場合にどのように変化するかを計算したものである。これによると2つの信号が全く同じ

ものである場合、減算をした時にダイナミックレンジ 30dB を確保するのに必要な位相差を

求め、1.8度という数値を得た。 

 



17 

 

図14 位相差精度のシミュレーション結果 

 

 本事業に必要な電磁界測定の振幅誤差を 1dB と考えると、ダイナミックレンジは 30dB あ

れば充分と考えられ、30dBを確保する位相差精度は±1.8度以内である。 

 したがって、安価な汎用測定器でも本事業の事前検証システムの目的を達するには位相差

の精度としては充分と考える。 

 

 

 次に、同期技術の確立と電磁界同時計測システムの開発として、テーマ１で開発した位相

差測定器を用いて電磁界同時測定の検証を行なった。実験のセットアップを図 15 に示す。

高精度信号発生器より10MHz～8GHzの正弦波をマイクロストリップラインに印加し、そのラ

イン上の一点に電磁界プローブEM12を固定して測定を行なった。 
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図15 位相差測定による電磁界同時計測システム 

 

 

 

図16 電磁界同時プローブEM12の動作原理 

 

 

 図16に示すように、電磁界同時プローブEM12は2つの出力端子を持ち、各々の信号の和

成分が電界検出、差成分が磁界検出となるプローブである。このプローブをマイクロスト

リップライン上に配置して、プローブ出力は位相差測定器（ここではクロスドメインアナラ

イザ）に入力して測定を行なった。 

 

 マイクロストリップラインの反対側に終端抵抗を接続した場合には、ライン上には進行波

が存在する。また、終端抵抗を外してオープン端またはショート端とした場合には電力の反

射が起きて定在波が存在する。終端が各々の場合における、電界（和成分）のグラフを図

17、磁界（差成分）のグラフを図18に示す。 
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図17 MSL上の電界測定（和成分） 

 

 

 

図18 MSL上の磁界測定（差成分） 

 

 

 上記グラフによると、終端抵抗を付けたときはややうねりが見られるが進行波として捉え

ることができ、オープン端またはショート端では定在波があることが測定できている。また、

例として 2GHz ではオープン端では電界が強く磁界が弱くなっており和演算と差演算が有効

であり、電磁界同時測定ができている。このように位相差測定装置を使用した電磁界同時測

定の検証ができた。 

 

 

２－２． 3 次元走査可能な近傍スキャナ装置と位相差測定によるノイズ源探査システムの

開発 

電子機器がノイズを発生する主な原因は、回路基板に搭載される半導体部品等であること

が多い。従来よりEMIの発生源を探す目的でプリント基板表面の電磁界分布測定を行なって

いる。（図19、図20参照） 
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図19 従来の近傍電磁界測定装置例 

 

 

 

図20 プリント基板の電磁界分布測定例 

 

この測定は大変位置精度良く電界または磁界の発生源を特定することができ、半導体 IC

のどのピンにノイズの元となる高周波が存在するか調べることができる。しかし、一般的に
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基板の表面を2次元的に測定するものが多く、電子機器全体の電磁界を測定するのは難しい。

さらに、周波数ごとにノイズの強度を把握することができるが、例えば自家中毒ノイズのよ

うに自分の回路基板内での干渉におけるノイズ源の特定には適さない面がある。そのため、

現在の2次元スキャナをより発展させた3次元スキャナ装置によるノイズ評価が市場で望ま

れている。 

テーマ２では電子機器の周囲を立体的に走査できる3次元スキャナ装置の開発と、位相差

測定装置を使用したノイズ源探査システムの構築を行なった。 

 

２－２－１． 3次元スキャナ装置と最適スキャン方法の開発 

 3 次元スキャナ装置は前年度までに各種方式を検討したが、大型の電子機器への適用性、

位置精度や測定速度等の柔軟性を考えてカメラによる位置座標測定方式を採用した。（図 21

参照） 

このシステムに合うプローブやソフトウェア開発を行なった。 

 

図21 3次元スキャナ装置のブロック図 
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２－２－１－１． 3Dスキャナプローブ 

 

図22 3Dスキャナプローブの外観 

 

図22に3Dスキャナプローブの外観を示す。開発した3Dスキャナプローブは測定対象の

波長に対しては形状が小さく、広周波数帯域、空間の電磁波に与える影響が小さい低侵襲な

設計とした。また、赤外線カメラによって座標を捕らえるため、赤外線マーカーをプローブ

後方へ固定した。この3Dスキャナプローブにより被測定物から50cm離れた位置にてノイズ

を観測したスペクトラムアナライザの画面を図23に示す。 
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図23 3Dスキャナプローブによるスペクトラム測定例 

 

現時点での3Dスキャナプローブは30mmのアンテナサイズがあり、電界を検出するタイプ

である。電磁界同時測定できる5mm角サイズの検出部を持ったプローブも試作している。

（図24参照）このタイプは元々数mmの極近傍での電磁界検出を目的としているため50cm

～1m位被測定物から距離が離れると感度が低くノイズ検出ができないことがわかった。プ

ローブサイズと必要な感度の両方を満たすプローブをさらに開発する必要があると考える。 

 

図24 5mm角サイズの検出部を持った電磁界同時プローブ 
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２－２－１－２．3D赤外線カメラの増設 

 
図25 5台の赤外線カメラによる3次元スキャナ装置 

 

本3次元スキャナ装置は赤外線を投射する機能を持ったカメラにてプローブ部に装着した

マーカーの反射を捉えて、座標位置を計算するものである。昨年度までのシステムは3台の

赤外線カメラによって座標を取得していた。しかし、人や物体が測定対象物とカメラの間に

入り込むと座標に誤差・欠損が生じる問題があった。問題を解決するため赤外線カメラを 3

台から5台へと2台増設してカバーできる範囲を広げることによって座標の精度を向上させ

た。増設した2台は天井部に設置している。（図25参照） 

 

２－２－１－３． ソフトウェアアルゴリズムの改善 

3 次元スキャナ装置として立体的にノイズ測定を行なう場合、従来装置のように固定ピッ

チで細かく沢山のデータを測定するのは測定時間等の面からも合理的ではない。そのため 3

次元スキャナ装置のソフトウェアはプローブを手動で任意の位置に動かして必要なデータの

みを収録できるように作成した。（図26参照）さらに、測定座標によらず希望する位置での

データ収録を行なうモードと、測定原点から一定距離点にプローブがある時に自動的に電界

強度および位相差データを取得する測定モードを切り替えるように改善した。 
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図26 3次元スキャナ装置ソフトウェア画面 

 

 

3 次元スキャナ装置(EMI-360)を使用して箱型電子機器の放射を測定している様子を図 27

に示す。本スキャナ装置およびEMC事前検証システムとしてはこの写真のように電波暗室環

境ではない一般的な作業環境でのノイズ測定ができるよう目標としている。箱型電子機器の

上部側と下部側の2周囲の評価例を図28に示す。 

 

カメラシステムと 3D スキャナプローブとソフトウェアによって 3 次元空間での電磁界強

度および位相差の測定が可能になった。前述のようにプローブの改善およびソフトウェアの

ユーザーインターフェース面の改善は今後も必要である。 

 

図27 3次元スキャナ装置での測定作業例 
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図28 箱型電子機器からの放射測定例 

 

 

２－２－２． 位相差測定を用いたノイズ源探査 

近傍電磁界を測定する目的として、ノイズの強度を知る以外にも、ノイズ源がどの場所に

あるのかを把握することが挙げられる。この場合はノイズの強度よりも、どの場所にノイズ

があるかまたは障害原因となるノイズ源を特定できることが重要になる。前述の 3 次元ス

キャナ装置を用いて電子機器やシステム全体での評価も期待されている。このため、本事業

ではノイズの強弱を表示するだけではなく、位相差測定装置の優位性を活かしたコヒーレン

ス測定によるノイズ源探査システムの構築も視野に入れて開発を行なった。位相差測定装置

のシステム構成を図29、ノイズ源探査ソフトウェアの画面を図30に示す。 
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図29 位相差測定装置のブロック図 

 

 

図30 位相差測定装置のブロック図 

 

 

２－２－２－１．タイミング波形によるノイズ源探査 

 ノイズ源探査に使用するソフトウェア(RF Noise Measurement System)はRFの振幅だけで

はなく、タイミング、位相差、APD などの様々な測定と解析が可能である。この中からデー

タ収録のタイミング波形に着目してノイズの特定を目指した。 
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 通常、デジタル回路や動力機器から発生するEMIノイズはその動作に伴い、ノイズ振幅が

変動することがある。ノイズ振幅の変化のタイミングを比較することで相関値を求めて、ノ

イズの一致を判定する方法をソフトウェアで実現した。（図31参照） 

 

図31 タイミング比較の例 

 

 

２－２－２－２．位相差コヒーレンスによるノイズ源探査 

 また、デジタル回路のクロック系やアナログのローカル信号などは振幅はあまり変化せず

一定であることも多い。そのようなノイズ源を区別するためには信号の位相差の安定度（ヒ

ストグラム）を使い一致度を判定する手法をソフトウェアで実現した。（図32、参照） 

 

図32 位相差安定度（ヒストグラム）の例 

 

 

 

 このようなノイズ源探査は、図 34 のように近接妨害を起こしやすい、高電圧・大電流パ

ワー系のノイズ評価で有用と考えられる。 

さらに、今後は3次元スキャナ装置の測定データでもこれらのノイズ源探査ができるよう

にソフトウェアの改良を行いたい。 
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図34 高電圧・大電流系のノイズ評価例 

 

 

２－３． EMCの見える化測定手法開発 

２－３－１ 近傍から3m法を推定する手法の開発 

２－３－１－１．箱型供試器のEMI測定 

 図 35、図 36 のように東毛産業技術センター内 3m 法電波暗室を用いて、箱型電子機器を

用いて放射の推定実験を行なった。 
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図35 東毛産業技術センターの3m法電波暗室 

 

図36 東毛産業技術センターの3m法電波暗室 
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 ペリテック社内において図 37 のように 3 次元スキャナ装置および小型プローブを用いて

測定して近傍データを得た。（図38参照） 

その近傍データを元に3m法電波暗室のEMIを推定した。（図39参照） 

 

図37 3次元スキャナ装置および小型プローブによる測定 
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図38 近傍電界データ振幅・位相差（490MHz） 
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図39 3m法電波暗室の推定値とターンテーブルパターンとハイトパターン 

 

 図40の3m法電波暗室でのEMI測定結果と比べると、実測ではターンテーブル角度が253

度、アンテナ高 195cm のときに EMI が最大となり 57.8dBuV/m である。推定値のほうは、

ターンテーブル角度が330度、アンテナ高195cmにて61.1dBuV/mという結果が得られた。 

 

 

図40 3m法電波暗室のEMI測定データ 
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２－３－１－２．ダイポールアンテナ型供試器のEMI測定 

上記の実験では、箱型供試器の放射パターンが未知のため、ターンテーブルパターンや

ハイトパターンの不一致について考察が難しい状況であった。そこで放射パターンが既知で

あるダイポールアンテナを供試器にして追試を行なった。（図41～43参照） 

結果についてはデータ処理を行なっている途中である。 

 

図41 3m法電波暗室ダイポールアンテナ型供試器の測定 
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図42 3m法電波暗室ダイポールアンテナ型供試器の測定 

 

図43 3次元スキャナ装置ダイポールアンテナ型供試器の測定 
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２－３－２－２． 3m法暗室データから10m法暗室測定データを推定する手法の開発 

２－３－２－１． 1GHz以下で3m離れた場所での遠方推定の実験評価 

テーマ３－１に合せて、3 次元スキャナ装置による近傍電界測定データから 3m 法電波暗

室でのEMIを推定した。推定結果は2-3-1-1を参照のこと。 

 

２－３－２－２． 3m 離れた場所での推定と 10m 離れた場所での推定の比較及び補正方法

の検討 

 

3m 法電波暗室の推定結果からさらに 10m 法電波暗室の EMI を推定するには、直接波と床

面反射波の合成波を一旦分解して直接波と床面反射波に分けて、あらためて10m距離での合

成を行なう方法がある。しかし、既に合成の済んでいる推定値からそれぞれの成分を分解す

るのは合理的ではないので、近傍データから直接10m法電波暗室のEMIの推定を試みた。図

44 に開発したシミュレーションソフトウェア画面、図45 に推定結果を示す。ノイズ放射源

と測定アンテナ間の距離を10.5mにした推定では、ターンテーブル角度330度、アンテナ高

195cmにて電界強度53.8dBuV/mとなった。 

 

 

図44 シミュレーションソフトウェア画面 
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図45 10m法電波暗室の推定値とターンテーブルパターンとハイトパターン 

 



38 

２－３－３． 電波暗室での試験前の事前検証システムとしての実用化 

２－３－３－１．各国の法規制の調査及び検証 

本事業の成果物の利用分野として情報技術装置、家庭用電気機器、ISM 機器、無線通信

機、医療用電子機器等が考えられるが、EMI 規制に大きな変化は無いと思われる。規格動向

については引き続いて調査を進めていく。 

 

 

 

２－３－３－２．事前検証システムを使用した測定を行い、電波暗室での測定結果とシ

ミュレーション推定結果比較 

KECの10m法電波暗室を使い箱型供試器のEMI放射を測定した。（図47、図48参照） 

そして、図49のEMI測定結果を得た。 

 

図47 KEC 10m法電波暗室でのEMI測定 
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図48 KEC 10m法電波暗室でのEMI測定 

 

図49 10m法電波暗室でのEMI測定結果 

 

 

図49のEMI測定結果によると、ターンテーブル角度300度、アンテナ高195cmにて電界

強度 54.8dBuV/m となった。前述の推定値と比べると、かなり近い値となったが、ターン

テーブルパターンやハイトパターンは推定と実測が合わない状況である。引き続いて検証作
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業が必要と考える。 

 

また、3m 法電波暗室と同様にダイポールアンテナ型供試器での放射の測定を行なった。

（図50参照） 結果についてはデータ処理を行なっている途中である。 

 

図50 10m法電波暗室ダイポールアンテナ型供試器の測定 

 

２－３－３－３．EMCでの研究会及び規格委員会での発表や情報交換活動 

EMC'14/Tokyo への参加、各種展示会等にて技術発表や展示を行い、事前評価システム開

発のためのリサーチを実施した。 

 メーカーの測定技術者へのリサーチ状況として大型の産業用ロボットやパワー系の大型装

置のノイズ評価要求が高まっていることがわかった。これらは既存の近傍電磁界測定装置で

は測定出来ないことがあり、本事前検証システムのようなシステムが望まれている。 

このようなことから、自動車関連業界およびエネルギー業界への展開を目指していきたい。 
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最終章（全体総括） 

（１）同期技術の確立と電磁界同時計測システムの開発 

 ・電磁界同時計測センサと昨年度までに開発した位相差測定器を使用した電界磁界を同時

に測定できるシステムにおいて位相差精度の検証を行った。 

 ・昨年度開発した測定器以外の汎用測定器（安価）を用いて電界磁界測定をした場合にお

いて、位相差精度の検証と測定結果の妥当性の検証を行った。 

位相差計測精度は PXI 測定器では周波数 100 MHz から 2 GHz までの間で振幅–30dB

の正弦波にて±0.１度以内、汎用測定器では周波数 2 MHz から 2 GHz までの間で振幅–

20dBの正弦波にて±0.5度以内まで達成。本事業の計測には十分となった。 

 

（２）３次元走査可能な近傍スキャナ装置と位相差測定によるノイズ源探査システムの開発 

３次元スキャナ装置と最適スキャン方法の開発 

・３次元スキャナ装置のカメラを増設し、死角を減らすことで位置精度を向上。走査範囲

を拡大した。 

・測定モードとして任意位置でのノイズを収録する方法、測定原点から一定距離での収録

方法を搭載したプログラム開発を行った。 

・測定物に対して十分小型である３次元スキャナに使用できるプローブを開発した。 

3 次元空間の任意の点において座標データと電磁界測定値を得ることが可能なス

キャナシステムとして、カメラ画像立体位置検出方式を採用し走査速度５ｃｍ／ｓｅｃ

を達成した。傍の電磁界を検出する微小アンテナは３０ｍｍ平衡型の電界プローブを開

発した。 

 

位相差測定によるノイズ源探査システムの開発 

・コヒーレンス測定を行い、変動するノイズ源を特定するアルゴリズムの開発を行い、

ノイズ源の一致度を確認した。 

・一致度からノイズ源を判定するアルゴリズムを検証してノイズ源探査の精度を改善し

た。２つの信号の時間変動のタイミングによる比較、または位相差のヒストグラムを元

にノイズ源を探査するシステムを構築した。 

 

（３）ＥＭＣの見える化測定手法開発 

近傍から３ｍ法を推定する手法の開発 

・床面反射を考慮したシミュレーションソフトウェアを開発した。 

・3m法電波暗室にて箱型供試器とダイポールアンテナ型供試器の測定を行なった。 

・近傍磁界測定結果から遠方電界推定をして比較検討した。 

 

３ｍ暗室推定データから１０ｍ暗室測定データ推定する手法の開発  

・１ＧＨｚ以下で３ｍ離れた場所での遠方推定の実験評価をした。 

・３ｍ離れた場所での推定と１０ｍ離れた場所での推定の比較及び補正方法の検討をした。 

・１０ｍ離れた場所での反射を考慮した推定値を求めた。 

 

電波暗室での試験前の事前検証システムとしての実現化 

・各国の法規制の調査及び検証を行った。 

・10m 法電波暗室での箱型供試体およびダイポールアンテナ型供試体のEMI 測定を実施し

た。EMI推定結果を比較した。 

・ＥＭＣでの研究会及び規格委員会での発表や情報交換を行い、規格化や標準化に向けて
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活動を行った。 

理想状態での近傍の電磁界データから３ｍ法の床面反射を考慮した遠方電磁界を予

想する手法およびソフトウェア開発は完了した。箱型の供試機器およびダイポールアン

テナを使っての実測データによる検証比較を行い推定精度を確認した。今回の測定事例

では推定値は10dB以内となり、事前検証システムの仕様範囲を明確にできた。 

しかし、供試体数を用意することができず、また検証のための電波暗室での測定も

不足して検証事例が少ない状況である。今後、様々な供試体において検証を進めてシス

テムとしての完成度を高めていきたい。 

 

 


